
多面的機能支払

広域化組織の推進
新潟県見附市



はじめに



見附市の概要



農地維持
H26実績

都道府県
平均

新潟県 山口県

取組面積（ｈａ） ４２，６２５ ２位
（112,744）

２８位
（19,087）

カバー率 ４６．５％ ６位
（66.8％）

２２位
（46.1％）

採択組織数 ５４０組織 ２位
（1,193組織）

３４位
（345組織）

広域組織数 １５組織 １位
（114組織）

２３位
（8組織）
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多面的関連 見附市への視察



講演実績・予定
Ｈ２６年 ８月 鹿児島推進大会
Ｈ２６年１１月 群馬県推進大会
Ｈ２７年 ２月 全技連中央研修会
Ｈ２７年 ６月 新潟県技連研修会
Ｈ２７年 ９月 滋賀県担当者研修会
Ｈ２７年１０月 兵庫県担当者研修会
Ｈ２７年１１月 山口県推進大会
Ｈ２７年１１月 大分県推進大会



名称：見附市広域協定



視察に来られる自治体の理由

既存の組織をまとめたい

取組みの拡大を図りたい

各集落と行政の事務負担を軽減したい。

カバー率が低い。
集落が中々手上げをしてくれない。



対策に取り組まない集落の理由

とにかく面倒だ。

リーダーがいない。

見附市の１期対策の取組実績

３集落 水田カバー率９％



３集落 水田カバー率 ９％

第１期対策

第２期対策

３０集落 〃 ５２％
多面的機能支払

６４集落 〃１００％



広域組織を市が主導して設立

第１期対策～第２期対策

広域組織の会長を選任

広域組織事務所を確保

広域組織事務局員を選任

広域組織への加盟を採択要件



協定エリア

水田

２３６０ｈａ

畑地
１３８ｈａ

予算
約１億４千万



構成団体６５集落
１１１団体
（自治会、敬老会等）

非農業者
約１４，０００人

４土地改良区

構成員数



集落配分 交付額の９３％

集落・事務局予算

内訳
事務局人件費 ３０％（日当）
事務所運営費 ３０％（リース等）
その他 ４０％（直轄工事）

各集落が
０％～９％
を負担

事務局経費 ７％

各集落の予算は面積×単価が基本



広域協定事務所

事務局長１名 事務員１名
協議会事務支援員２名が常駐



広域協定の運営パターン

土地改良区型 直 営 型
より適正な事務処理・活動の推進が可能
行政からの指導・助言等、連携がしやすい
管内施設等の効率的・効果的な補修が可能
事務所の運営費が不要

事務局に係る経費が土改よりも安価
活動に対する柔軟な対応
（集落性を重視）
集落単位の経理の受託
（土改は経理をしない場合が多い）

概ね２パターンに分類される。

土改の同意
手続きが必要

事務局（長）
の人選が重要



各集落の業務

❶自集落の活動計画と予算作成

❷各種活動の実践

❸会計事務と活動の記録（委託可）

各集落は採択や申請、報告の書類を

知らない！



事務様式の統一

伝票と出納簿を別々に作成すると
間違える可能性も高くなる



活動記録の作成は「活動の分類」
が分かりずらい

活動にあった番号を選択すると自
動的に活動記録が作成される。



事務研修

新制度への対応、事務担当者の変更
により毎年実施。（市主導）



事務局の事務

❶各種申請・報告等の事務

❷委託を受けた集落の事務

❸集落が発注する請負契約事務

❹長寿命化対策全般

❺集落間調整・指導・助言

❻全体研修・地域資源の適切な～



協定運営委員会

全体の予算や計画、統一単価、
統一ルール等を決定する機関

１３５名（執行部役員１１名）



「地域の合意形成により…」

統一ルールが重要

集落からの質問とQ＆A

「〇〇に使っていいか？」
「〇〇の支払方法でいいか？」

国・県・市町村に定めがない場合



季刊地域 現代農業11月増刊号

アゼ草刈りに日当を
払う！？



畦畔草刈の実施～協定ルール

水田の多面的機能である「貯水機能」を維持す
るため、水田の畦畔を集落の共同管理施設と位
置づけ、草刈りを共同活動として実施する

農家組合長が設定する期間内（年２回）に草
刈りを実施し、完了ごとに報告書を提出する。

報告書に基づき、農家組合長は全箇所を確認
し、適正な管理がされたものについて、水田
面積に応じて日当※を算出し代表へ請求する。
※１a １００円以内



季刊地域 現代農業６月増刊号

賽の神にお金を
使った！？



農村文化の伝承～ 運用基準

〇農業に起因する農村集落特有の文化であり、
長い歴史的な背景があること。

〇集落内の全ての住民に関係しているもので
あること。

〇文化の維持そのものが目的ではなく、その
活動の実践によって、多面的機能を発揮する
ための他活動への参加を促すこと。

〇計画された農地維持・資源向上の補修等を
完全且つ適正に実施すること。
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平成26年度から実施されている
旧農地水事業「多面的機能支払」において、
資源向上支払の満額の交付単価（2,400円
／10ａ）を受けるためには、「多面的機能の
増進を図る活動」の取組が必要。

見附市は見附市広域協定がある事業を
実施することで、全集落が満額の交付単価
を適用できる。

多面的機能の増進を図る活動



新型調整管見附モデル

県内最大規模！
協定内１２００ｈａで実施
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田んぼダム事業とは、田んぼの多面的機

能の一つである「水を貯める能力」を利

用して、排水口を小さくして流出量を抑

制することで大雨時などに一時的に水を

貯水し地域を湛水被害から守る取組み。

田んぼダム事業とは
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市街地 道路の機能が失われボートで救出される市民

周辺の湛水により小学校が孤立 刈谷田川流域の農地も完全に湛水



新潟大学資料

田んぼダム未実施 田んぼダム１００％実施

新潟・福島豪雨 シミュレーション結果
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新潟大学資料
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田んぼダムの最も大きな課題

実施者と受益者が同じではない

上流で取組むほど効果があり
その効果は下流ほど発現

多面的機能支払交付金の活用



取組単位が大きくなるほど
メリットも大きくなる。

組織の規模とメリット



事務負担の軽減



Ａ集落
年間予算
６００万円

Ｚ集落

４０万円

柔軟な予算活用

事業費不足を解消



機械の有効活用

大型の機械等を近隣集落同士が融通
して使用することで有効活用



共同購入による経費節減

防草シート等の資材は共同購入する
ことで安価となり経費節減



アイディアの共有

活動の工夫などを話し合う事でスキル
アップ（飲み代は自己負担）



行政のメリット

○事務負担の大幅な軽減

○確認・検査の手間が軽減

○迅速な指示・指導

○照会窓口が一本化

○市の施策を推進しやすい



今さら面倒だ

活動に制限がかかる

既存組織がまとまらない理由

予算が心配

メリットが分からない
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広域協定（組織）とは何か？

広域協定の最も重要な役割は,適正な
活動の推進を図るためのルールづくり

統一協定

統一ルール

集落 集落

集落
集落

集落



広域化のポイント

●行政主導による広域化

●加盟集落の自主性を尊重

●具体的なメリットを提供

●地域に配慮した統一ルール



市町村担当者の義務

集落の責任

法制化⇒継続性

超人口減少社会⇒農業者数の減少

と



山口県の農業と農業
者の皆様の発展を心
よりお祈り申し上げ
ます。
ご清聴ありがとうございました。


